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新年度（2026年度）の主な事業は下記の予定で行ってまいります。会員の皆様にはご理解とご協力をよろしくお願い申し上げます。

①「第80回定時総会」は2026年5月27日（水）に開催予定です。
②「特別教育・安全衛生講習会」に対する補助金制度を実施します。
③継続事業として「結婚お祝金制度・葬儀支援サービス」を実施します。
④ 2026年秋に「研修旅行」を開催予定です。
⑤ 2027年1月下旬に連合会・国保組合共催「新春賀詞交歓会」を開催予定です。
⑥ 2027年2月に「増改築相談員講習会（更新）」を開催予定です。

新年度（2026年度）主な事業について連合会
「事務局だより」

主な記事 １面・新年度（2026年度）の事業について　 ３面・労働保険料について
２面・第80回定時総会の開催について　　４面・国保だより

ビ
ル
バ
ー
く
ん
（
会
員
募
集
中
）

建設業者のみなさまへ

▼ 担い手確保に向けた課題
◎建設業では、担い手の減少と高齢化が深刻な課題となっています。若い世代に
　選ばれる産業となるためには、他産業と比べて低い賃金水準や長時間労働と
　いった職人の就労環境の改善が大きな課題となっています。

▼ 労務費（職人の賃金の原資）の確保に向けて
◎職人の就労環境の改善のためには、賃上げによる処遇改善が必要であり、また、
　建設企業が賃上げの原資となる労務費を適正に確保できるようにすることが不
　可欠です。

◎一方、これまで守られるべき適正な労務費（職人に支払われるべき賃金の原資）
　の水準が明らかでなかったこと等により、労務費が現場まで行き渡りにくい状況
　にあったことを踏まえ、改正建設業法により、令和7年から「労務費に関する基準」
　に基づく新たな取引ルールが導入されました。

適正な労務費を確保し、業界全体で未来の担い
手を育てていくため、令和7年12月より「労
務費に関する基準」ルールが導入されます。

詳しくはコチラ
をご覧下さい

令和７年１２月より新ルールが導入

全産業 建設業

527万円 443万円

1997年 2024年

685万人

477万人

10％
7％

全産業に占める
建設業就業者のシェア

<元請・中間下請> <下請><発注者>

適正水準が不明 転嫁できない経費増加を
労務費圧縮で吸収

適正な労務費が確保されず、
賃金が十分払えない

出典：総務省「労働力調査」（令和６年）を
　　  もとに国土交通省で作成

出典：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」
　　  （令和６年）、※建設業は「生産労働者」の値

<図4> これまでの労務費の行き渡りイメージ

<図3> 建設業の賃金（年間）<図1> 建設業の就業者数

出典：総務省「労働力調査」

全産業 建設業

<図2> 就業者の年齢層
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建設職能国保

《加入者数》
組合員

家　族
後期高齢
者組合員

計
（2026年 4月末現在）

国
保
だ
よ
り

第１90号２０２6年（令和 8年）5月25日（月）

組合会の様子
（アルカディア市ヶ谷）

前期高齢者交付金
1％

その他
7％

後期高齢者支援金
１5％

介護保険納付金
7％

子ども・子育て支援納付金
1％

保健事業費
3％

高額共同事業拠出金
3％

予備費・その他
3％

令 和 8 年 度　歳 入・歳 出 予 算

歳
　
　
　
入

歳
　
　
　
出

（単位：千円）

国民健康保険料
42％ 保険給付費

61％国庫支出金
26％

高額共同事業交付金
3％

都支出金
3％

繰越金
18％

組合会・総務費
7％

40歳～74歳の方へお知らせ

費用は無料です。
人間ドックとの重複受診はできません!!
職能国保からの健診等に対する助成は年１回となります。

※医師会との契約が完了した区市町村ごとに6月頃
より随時送付しておりますので、到着まで少しお
時間がかかる場合がございます。

特定健診受診券・がん郵送検診申込はがきを
お送りします

令和8年度　事業計画・予算を承認
　

令
和
８
年
２
月
26
日
（
木
）
午
前
10
時
か
ら
、
ア
ル
カ

デ
ィ
ア
市
ヶ
谷
（
千
代
田
区
九
段
北
）
に
て
第
57
回
通
常

組
合
会
を
開
催
し
た
。
組
合
会
議
員
19
名
、
理
事
・
監
事

が
出
席
し
、「
組
合
規
約
の
一
部
改
正
」、「
令
和
８
年
度

事
業
計
画
・
歳
入
歳
出
予
算
」「
役
員
の
改
選
」
な
ど
が

提
案
さ
れ
、
審
議
の
う
え
原
案
ど
お
り
可
決
・
承
認
さ
れ

た
。

　
第
57
回
通
常
組
合
会
は

午
前
10
時
、
池
田
壯
理
事

長
の
開
会
の
挨
拶
の
あ

と
、
鍵
山
光
邦
組
合
会
議

長
（
玉
川
建
築
組
合
）
に

よ
り
議
事
が
進
行
さ
れ
、

上
程
さ
れ
た
事
業
計
画

案
、
収
支
予
算
案
な
ど
の

審
議
が
行
わ
れ
た
。

組
合
規
約
の

　
　
　

一
部
改
正

　
令
和
８
年
度
よ
り
、
子

ど
も
・
子
育
て
支
援
金
制

度
が
施
行
さ
れ
る
こ
と
に

よ
り
、
子
ど
も
・
子
育
て

支
援
納
付
金
に
関
す
る
条

項
が
、
組
合
規
約
第
18
条

に
追
加
さ
れ
た
。
尚
、
徴

収
す
る
一
人
あ
た
り
の
支

援
金
額
は
、
６
０
０
円
と

す
る
。

令
和
８
年
度

事
業
計
画
・
予
算

　
被
保
険
者
が
減
少
し
、

保
険
料
収
入
は
減
収
し
て

い
る
が
、
令
和
８
年
度
の

保
険
料
に
つ
い
て
は
、
据

え
置
き
と
す
る
。
但
し
、

医
療
費
は
増
加
傾
向
に
あ

り
、
前
年
度
比
で
10
％
以

上
増
加
し
て
い
る
。
こ
の

ま
ま
医
療
費
の
増
加
が
続

く
場
合
は
、
保
険
料
の
見

直
し
が
今
後
の
課
題
と
な

る
。

　
保
健
事
業
に
お
い
て

は
、
前
年
度
同
様
の
事
業

を
行
い
、
集
団
健
診
お
よ

び
健
康
セ
ミ
ナ
ー
も
継
続

実
施
し
、
健
康
意
識
お
よ

び
受
診
率
の
向
上
を
図

る
。役

員
改
選

　
任
期
満
了
に
伴
う
役
員

改
選
は
、
理
事
10
名
と
監

事
２
名
の
う
ち
、
理
事
に

お
い
て
再
任
が
７
名
、
新

任
が
３
名
選
出
さ
れ
、
監

事
に
お
い
て
は
２
名
が
再

任
さ
れ
た
。

　
理
事
長
、
副
理
事
長
に

関
し
て
は
組
合
会
を
中
断

し
開
催
し
た
臨
時
理
事
会

に
て
、
現
理
事
長
の
池
田

壯
氏
が
再
任
さ
れ
た
ほ

か
、
副
理
事
長
２
名
、
コ

ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
担
当
理

事
、
常
務
理
事
を
右
下
表

の
と
お
り
互
選
し
た
。

国保組合事務局
ＴＥＬ　03－6261－2571
ＦＡＸ　03－6261－2572

1,844人
1,813人

100人

3,757人

こちらの封筒が届いたら、
特定健診を受診しましょう!!

健康セミナーを開催しました
　4/26(日)「元気ハツラツ！健康セミナー」を開催しま
した。
　テーマは“歩いてつくる健康づくり～今日から始めるウォーキ
ング習慣”とし、ご参加いただいた15名の皆さんと自分自身の身
体の状態を理解し、これからも元気に働くための健康づくりにつ
いて学びました。
　講師は昨年同様、健康運動指導士の寺田先生にお越しいただき
ました。
　今回は会場を科学技術館に移し、北の丸公園周辺をご参加いた
だいた皆さんと楽しみながらウォーキングを行いました。

ウォーキング指導の様子 管理栄養士による栄養相談の様子

監　　事 後 藤　茂 太
（東調布建築組合）

監　　事 髙橋　晃一
（（一社）東京表具経師内装文化協会）

（蒲田畳業組合）

理　　事 ＊ 松本　好宣
（月島建設業組合）

副理事長兼常務理事 若 林　和 俊
（コンプライアンス担当） （昭南建設組合）

理　　事 ＊ 柏谷　稔
（首都圏建築組合）

理事 兼 事務局長 小 杉　力
（事務局）

理　　事 ＊ 田島　清勇
（八王子南多摩建築組合）

副理事長 加 藤　良 一
（早稲田建設業組合）

理　　事 髙 井　修 一
（大田緑地組合）

（蒲田建築組合）

理　　事 小 林　克 浩

理 事 長 池 田　壯
（八王子南多摩建築組合）

（順不同敬称略。＊は新任）

理　　事 宇 田 川　暁

第22期国保組合新役員
保険給付費 1,112,581
後期高齢者支援金 263,759
介護保険納付金 126,034
子ども・子育て支援納付金 24,236
組合会・総務費 133,112
高額共同事業拠出金 55,072
保健事業費 46,763
予備費・その他 58,633

合　　計 1,820,190

国民健康保険料 774,511
国庫支出金 479,412
前期高齢者交付金 14,648
都支出金 47,041
高額共同事業交付金 55,067
繰越金 326,775
その他 122,736

合　　　計 1,820,190

●現行の高齢者受給者証 ●資格確認書 ●資格情報のお知らせ

高額療養費の自己負担限度額が変わります令和８年８月診療から

資格確認書・資格情報のお知らせ
令和8年8月1日　一斉更新について

高齢受給者証の交付はいたしません

　現在の資格確認書および資格情報のお知らせ（70歳以上の方）の有効期限が令和8年7月
31日となっていますので、一斉更新を実施いたします。更新した資格確認書および資格情報
のお知らせについては、７月下旬にお手元に届くように送付いたします。
　尚、69歳以下の方で資格情報のお知らせ（有効期限の記載なし）をお持ちの方へも、新た
に交付いたします。

　70歳以上の方への高齢受給者証の交付はいたしません。資格確認書および資格情報の
お知らせに負担割合の記載がございます。医療機関を受診する際は、マイナ保険証または
資格確認書をご提示ください。

※ マイナ保険証が利用できない医療機関に関しては、資格情報のお知らせをマイナ保険
証とあわせてご提示ください。

　高額療養費制度とは、医療機関等の窓口で支払った額が、１ヶ月で自己負担限度額（上
限額）を超えた場合に、その超えた金額を支給する制度です。自己負担限度額（上限額）
は、個人や世帯の所得に応じて決められていますが、高額療養費制度の改正により、
令和８年８月診療から変更され、新たに「年間上限」が設けられる予定です。
　詳しくは、後日リーフレットをお配りしますのでご確認ください。

負担割合記載

建
設
職
能
組
合

第
57
回
　通
常
組
合
会
開
催




